
 

毎⽉ 15 ⽇までに集⾦して班、⽀部の役員に届けてください。 
会費の集⾦は 15 ⽇ 80％、⽉末 100％になるようご協⼒を!! 

 

 

 

 

商⼯新聞読者と会員増やして、強く⼤きな⺠商を次世代に!! 
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11
月
１
日
（
木
）
午
後
、
愛

知
労
働
局
と
愛
商
連
と
の
話
し

合
い
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
前
回
８

月
の
懇
談
に
引
き
続
き
、
雇
用
保

険
の
手
続
き
に
関
す
る
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
記
載
問
題
が
話
し
合
わ

れ
ま
し
た
。 

 

今
回
は
、
冒
頭
に
３
人
の
業
者

が
現
状
を
語
り
、
「
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
を
扱
え
な
い
」
「
扱
い
た
く
な

い
」
と
訴
え
ま
し
た
。 

名
古
屋
南
民
商
の
会
員
は
「
従

業
員
が
２
名
い
る
が
、
他
人
の
番

号
を
扱
い
た
く
な
い
し
、
扱
え
な

い
。
個
人
番
号
が
も
し
漏
れ
て
し

ま
っ
た
ら
、
罰
せ
ら
れ
る
の
は
事

業
所
で
あ
り
自
分
」
。 

津
島
民
商
の
会
員
は
「
工
場
に

机
は
２
つ
し
か
な
く
、
間
仕
切
り

や
専
用
の
パ
ソ
コ
ン
の
設
置
は

不
可
能
」
。 

名
古
屋
東
部
民
商
の
会
員
も

「
パ
ー
ト
が
２
人
い
る
が
、
余
分

な
費
用
、
負
担
、
義
務
は
負
い
た

く
な
い
」
と
口
々
に
語
り
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
の
押
し
付
け
が
現
状

を
無
視
し
て
い
る
こ
と
を
明
ら

か
に
し
ま
し
た
。 

 

そ
れ
に
対
し
、
労
働
局
雇
用
保

険
係
課
長
補
佐
は
「
個
人
番
号
を

記
載
し
な
い
場
合
、
個
人
事
由
以

外
は
返
戻
す
る
」
と
回
答
。
民
商

側
が
「
業
務
取
扱
要
領
２
０
７
０

３
（
３
）
で
『
１
欄
（
個
人
番
号
）

は
、
当
該
対
象
者
の
個
人
番
号
を
記

載
す
る
。
な
お
、
同
欄
が
空
欄
の
場

合
で
も
受
付
す
る
こ
と
と
す
る
。
ま

た
、
個
人
番
号
の
扱
い
に
つ
い
て
は
、

２
３
６
０
２
（
被
保
険
者
が
事
業
主

等
に
対
し
個
人
番
号
の
提
供
を
拒
否

し
て
い
る
場
合
等
何
ら
か
の
理
由
に

よ
り
～
必
要
な
確
認
等
を
行
っ
た
上

で
受
理
し
て
差
し
支
え
な
い
）
を
参

照
』
と
な
っ
て
お
り
、
ど
う
し
て

返
戻
す
る
の
か
」
と
質
す
と
補
佐

は
い
っ
た
ん
退
席
。
戻
る
と
「
個

人
事
由
以
外
の
番
号
記
載
は
返

戻
す
る
」
と
繰
り
返
し
「
受
付
は

す
る
が
受
理
し
な
い
」
と
発
言
。

民
商
側
は
「
番
号
法
は
、
努
力
義

務
と
し
て
い
る
の
に
、
そ
れ
を
上

回
る
施
行 

規
則
を
作 

れ
る
の
か
」 

と
尋
ね
ま 

し
た
が
、 

回
答
で
き 

ず
後
日
回 

答
す
る
こ 

と
に
な
り 

ま
し
た
。

年末調整・学習会のご案内
『学習・自主作成会』 

日時：12 月 10 日(月) 19：30～ 

12 月 12 日(水) 14：00～ 

場所：民商事務所・３階 

＝ 持ち物 ＝ 

源泉徴収簿（給与台帳）、扶養控除申告書、保険

料控除申告書、国保料の領収書（通知書は不可）、

各種控除証明書、住宅特別控除計算書、横判、認

印（法人は実印） 

※「年末調整・実務相談会」の日程は改め
てお知らせします。 

平成 30 年分（2018 年分）以後の所得税において、配偶者控

除及び配偶者特別控除の控除額の改正が行われ、合計所得金

額が 1,000 万円を超える所得者については、配偶者控除の適

用を受けることはできないこととされました。 

また、配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額

が 38 万円超 123 万円以下とされ、その控除額は下表のとおり

改正されました。 

 

 


